
日本では、ロシアによるウクライナ侵略や中東情勢の緊迫

化などの経済安全保障上の要請が高まっていることや、デジ

タルトランスフォーメーション（DX）や電化等のGXの進展に

よる電力需要の増加が見込まれることなど、日本を取り巻く

エネルギー情勢が変化する中、エネルギー安定供給、経済成

長、脱炭素を同時実現するため、2024年5月から、「エネルギー

基本計画」が、「GX2040ビジョン」や「地球温暖化対策計画」と

一体的に検討が進められ、これらは2025年2月に閣議決定さ

れました。

本章の第1節では、こうした検討の背景となった日本のエ

ネルギーを取り巻く近年の環境変化として、4つの変化を概

観しています。第2節では、DX・GXの進展を踏まえたエネル

ギー・産業政策の一例として、電力と通信の連携（ワット・ビッ

ト連携）を通じたデータセンター等の国内立地加速に向けた

状況について確認していきます。第3節では、カーボンニュー

トラル実現に向けた次世代エネルギー革新技術の動向につい

て確認していきます。

第 1節
日本を取り巻く近年の環境変化

1．�ロシアによるウクライナ侵略等による経済安
全保障上の要請の高まり

2022年2月のロシアによるウクライナ侵略や中東情勢の緊

迫化など、ここ数年、エネルギーの安定供給やエネルギー価

格に影響を与えるリスクが顕在化し、経済安全保障上の要請

が高まっています（第121-1-1）。

日本は、エネルギー自給率は2023年度時点で15.3%であり、

G7各国で一番低い水準になっています。こうした中、ロシ

アによるウクライナ侵略以降、LNGの需給ひっ迫や世界的な

化石燃料の価格高騰などエネルギー危機が危惧される事態と

なりました。このような事態は、日本のエネルギー供給体制

が脆弱であり、エネルギー安定供給上の脆弱性を抱えている

ことを改めて浮き彫りにするとともに、日本の貿易収支にも

大きな影響を与えています。

また、一次エネルギー供給で見ると、海外からの輸入に頼

る化石エネルギーが8割以上を占めており、この水準はG7各

国と比較しても高い水準にあります（第121-1-2）。

2．�DX・GXなどの進展に伴う電力需要増加の可能性

世界では、DXやGXなどの進展に伴う電力需要の増加が見

込まれています。国際エネルギー機関（IEA）の「World Energy 

Outlook 2024」では、電力需要の主な変動要因として、デー

タセンター需要、平均気温の上昇、電気機器の省エネルギー

（以下「省エネ」という。）、EV需要拡大などが挙げられています。

日本においては、これまで人口減少や節電・省エネなどに

より電力需要は減少傾向にありましたが、電力広域的運営推

進機関が2025年1月に公表した「全国及び供給区域ごとの需要

想定」（2025年度）では、今後は、節電・省エネなどの影響は

継続しつつも、経済成長及びデータセンター・半導体工場の

新増設に伴う需要増加により、電力需要が増加に転じると見

込まれています。こうした場合においても必要となる脱炭素

電源の供給が確保されるように万全の備えを行うことが重要

となっています（第121-2-1）。

3．�気候変動の野心維持と現実的かつ多様な対応

2023年度の日本の温室効果ガス排出・吸収量は約10億1,700
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【第121-1-1】世界のエネルギーを取り巻く動向

米国・EUイスラエル・パレスチナロシア・ウクライナ

【2024年2月】
(EU)欧州委員会が
2040年GHG削減目
標を1990年比90%
削減と提案
（2025年3月末時点で議論中）

【2025年1月】
(米)トランプ政権がパリ
協定の脱退を表明

【2025年～】
米国による関税措置
と各国の対応

【2023年10月】
イスラム組織ハマス等
のパレスチナ武装勢力
がイスラエルに攻撃開
始

【2025年1月】
一時停戦合意

【2025年3月】
イスラエルが軍事攻撃
再開

【2022年2月】
ロシアによるウクライナ
侵略開始

【2025年～】
停戦交渉

資料：経済産業省作成

【第121-1-2】各国のエネルギー自給率及び一次エネルギー供給・
電源構成に占める化石エネルギー比率（2022年）
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資料： IEA「World Energy Balances 2024」、「総合エネルギー統計」を
基に経済産業省作成
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万トン（CO2換算）であり、前年度（2022年度）から4.2%減少し、

基準年である2013年度と比べると27.1%減少しました。2023年

度の排出量は排出量を算定している1990年度以降で過去最低

値を記録し、これまでのところ2050年目標に向けた減少傾向

を継続しています。しかし、日本の最終エネルギー消費の増

減の動向を見ると、今の状況はエネルギー多消費産業の生産

減退も大きな減少要因となっており、エネルギー安定供給・

経済成長・脱炭素の同時実現に向け、予断を許さない状況と

なっています。

こうした中、日本は、2025年2月18日に、世界全体での1.5℃

目標と整合的で、2050年ネット・ゼロの実現に向けた直線的

な経路にある野心的な目標として、新たな「日本のNDC1（国

が決定する貢献）」を、国連気候変動枠組条約事務局に提出し

ました。新たなNDCでは、基準年度である2013年度からのフォ

アキャストと、長期的に目指している2050年ネット・ゼロか

らのバックキャストの両面から、直線的な経路での削減計画

が示され、2035年度、2040年度において、温室効果ガスを

2013年度からそれぞれ60%、73%削減することを目指すとの

目標が掲げられました（第121-3-1）。

世界に目を転じると、国際エネルギー情勢の変化を受け、

1  NDCとは「国が決定する貢献」を意味する、「Nationally Determined Contribution」の略称であり、パリ協定に基づいて、各国が自ら設定する、温室効果ガス排出削
減のための目標等です。パリ協定においては定期的なNDCの見直しが求められており、日本は最新のNDCを2025年2月に提出しました。

2  2025年1月、第2期トランプ政権がパリ協定からの脱退を表明し、これまでのエネルギー・産業政策から大きく方針を転換しています。

3  2024年9月9日、欧州委員会は「The future of European competitiveness」と題する報告書（通称「ドラギ・レポート」）を公表しました。欧州の野心的な脱炭素目標が、
産業界に短期的な追加コストをもたらし、欧州産業界にとって大きな負担となっている点を踏まえ、脱炭素に向けた取組は堅持しつつも、成長を加速させるた
めのEU域内投資の加速や、そのための公的資金の必要性等、産業政策の必要性が強調されています。

主要国は、2050年カーボンニュートラル実現に向けた野心的

な脱炭素目標を維持しながらも、各国の置かれた固有の状況

を踏まえ、経済性やエネルギー安定供給との間でバランスを

取る現実路線への転換を進めており、野心的な脱炭素目標と

現実の乖離が拡大する傾向も見られています。

4．�エネルギー政策と産業政策の一体化

欧米各国を中心に、世界各国では、気候変動対策と産業政

策を連動させ、2050年カーボンニュートラル実現に向けた国

内外のエネルギー転換を自国の産業競争力強化につなげるた

めの政策を強化しています。

例えば、EUは2023年に採択した「グリーンディール産業計

画」等により、域内におけるグリーン産業支援を強化してお

り、2025年2月には、気候変動対策と競争力強化を同時に実

現させるための「クリーン産業ディール」を公表しています。

ドイツなど各国でも新たな投資促進政策により、積極的なグ

リーン産業への支援が進められています。米国でも同様に、

2022年8月に成立した「インフレ削減法」による支援を行って

きました2。

また、欧州中央銀行（ECB）元総裁・イタリア元首相のマリ

オ・ドラギ氏が2024年9月に公表した「The future of European 

competitiveness」（通称「ドラギ・レポート」）では、各国が脱

炭素に向けて野心的な目標を掲げている中、その野心的な目

標が産業界に短期的な追加コストとなり、大きな負担となっ

ている点も踏まえ、産業政策の必要性を強調しています3。

日本においても、産業革命以来の化石エネルギー中心の産

業構造・社会構造をクリーンエネルギー中心へ転換するGX

の取組を通じて、エネルギー安定供給・経済成長・脱炭素の

同時実現を目指しています。2023年2月の「GX実現に向けた

基本方針」の策定（閣議決定）以降、10年間で150兆円規模の官

民投資を呼び込むため、20兆円規模の先行投資支援策や成長

【第121-2-1】今後10年の電力需要の想定（左）、データセンター・半導体工場の新増設に伴う最大需要電力（右）

資料： 電力広域的運営推進機関「全国及び供給区域ごとの需要想定」（2025年度）等を基に経済産業省作成

【第121-3-1】日本の新たな削減目標（NDC）

資料：日本のNDC「国が貢献する決定」
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志向型カーボンプライシング構想を順次実施しているほか、

2025年2月には、将来の見通しに対する不確実性が高まる中、

GXに向けた投資の予見可能性を高めるため、GXの取組の中

長期的な方向性を官民で共有すべく、「GX2040ビジョン」が

閣議決定されました。

第 2節
DX・GXを踏まえたエネルギー・産業政策

1．�DX・GXを踏まえたエネルギー・産業政策の重要
性（電力と通信の連携を通じたデータセンター等
の国内立地加速）

2025年2月に閣議決定された「GX2040ビジョン」では、DXや

電化等のGXの進展による電力需要の増加が見込まれる等、

将来の見通しに対する不確実性が高まる中、エネルギー安定

供給・経済成長・脱炭素の同時実現に向けてGX投資の予見

可能性を高めるため、エネルギー・GX産業立地・GX産業構造・

GX市場創造について総合的に検討が進められ、より長期的

なGXの取組の方向性が示されました。

GX産業立地については、脱炭素電源等の活用を見据えて、

クリーンエネルギーを活用する産業の集積を加速する方針が

示されており、エネルギー・GX産業立地政策を通して目指

す姿として、脱炭素電力等のクリーンエネルギーの供給拠点

には一般的に地域偏在性があることから、「エネルギー供給

に合わせた需要の集積」という大胆な発想が必要である旨が

示されています。GX産業への転換が求められるこのタイミ

ングで、脱炭素電源などのクリーンエネルギーが豊富な地域

に企業の投資を呼び込み、新たな産業集積を構築すべく、効

率的・効果的にスピード感をもって「新たな産業用地の整備」

と「脱炭素電源の整備」を進めるとともに、こうした動きを地

方創生と経済成長につなげていくことを目指していきます。

「GX2040ビジョン」では、産業構造の高度化に不可欠なAI

にも活用されるデータセンターの国内立地を加速するため、

効率的な電力・通信インフラの整備を通じた電力と通信の効

率的な連携を進めていく「ワット・ビット連携」が打ち出され

ました。本節では、こうした議論の背景や、「ワット・ビッ

ト連携」の今後の検討の方向性を確認していきます。

2．�データセンターや脱炭素電源の立地状況等

（1）�データセンターの立地の現状

AIを活用した再エネ需給の最適化技術、CO2削減効果の高

い効率的な新素材開発など、AI活用を通じたDXの加速は、

成長と脱炭素の同時実現を目指すGXの効果を最大化させる

可能性があります。データセンターはこうしたデジタル技術

を最大限活用する上で重要であり、データセンターの国内整

備が必要不可欠です。

データセンターの立地に際しては、データの需要地からの

距離や、電力・通信ネットワークの充実等が重視されていま

す。国内におけるデータセンターの立地状況を見ると、2023

年時点で日本全国のデータセンターの約90%（面積換算）が、

大規模需要地に近い東京圏と大阪圏に集中しています。当面

はこうした傾向が続くと想定されますが、大規模災害時等に

もデジタルインフラを維持していく観点や、土地や産業用水、

そして系統運用に余裕がある地域のインフラを有効に活用し

ていく観点から、地域分散を進めていくことが重要です（第

122-2-1）。

（2）�脱炭素電源の立地状況

前述のとおり（第1部第2章第1節参照）、DXやGXなどの進展

に伴い電力需要が増加に転じると見込まれており、データセ

ンターや半導体工場を中心に、脱炭素電源を求める動きが今

後ますます増えていくと想定されることから、脱炭素電源の

供給力の確保が重要となっています。しかし、日本で再エネ

や原子力などの脱炭素電源比率が4割を超える地域は、北海

道、九州、関西エリアとなっており、脱炭素電源の供給は地

域ごとに偏在性があります（第122-2-2）。

DXやGXなどを進展させていくに当たって、十分な脱炭素

電源の供給を求める需要側と、地域ごとに偏在性がある脱炭

素電源の供給側との間に、今後ギャップが生じるおそれがあ

ります。

（3）�データセンターと脱炭素電源の整備のリードタイム

こうした局地的な脱炭素電源に対する大規模な需要と脱炭

【第122-2-1】データセンターの立地状況

資料： 「デジタルインフラ（DC等）整備に関する有識者会合（第7回事
務局説明資料）」

【第122-2-2】脱炭素電源の立地状況・規模
再エネ海域利用法に基づく促進区域（1区域あたり1.7万～84.5万kW）

〃 有望区域（1区域あたり25万～114万kW）
〃 準備区域

再稼働済み原子力発電所（合計83万～340万kW）
設置変更許可済み原子力発電所（合計83万～272万kW）
新規制基準審査中原子力発電所（合計110万～224万kW）

※ 円の面積は発電容量に応じて記載
脱炭素電源比率の高い地域
（2023年度のエリア別発電電力量の電源種別の比率のうち、

太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス、原子力の合計が
40％以上の地域）

資料： GX実行会議第11回「我が国のグリーントランスフォーメーショ
ンの加速に向けて」を基に経済産業省作成
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素電源の立地場所とのギャップに対応するためには、まずは、

データセンターや半導体工場などの稼働に必要となる脱炭素

電源を整備し、供給量の拡大を図ることが重要です。

しかし、一般に、電源の方がデータセンターよりも建設の

リードタイムが長くなる傾向があります。例えば、IEAのレ

ポートによると、データセンターの建設期間は1〜2年程度の

一方、脱炭素電源の建設期間は1〜15年程度必要になります

（第122-2-3）。

とりわけ、DXやGXなどの取組を今後進展させていくタイ

ミングでは、脱炭素電源への需要の規模や需要が顕在化する

タイミングに不確実性が伴うことから、脱炭素電源の需要と

供給にギャップがより生まれやすい状況です。このため、産

業競争力強化を目指し、需給一体型で計画的に脱炭素電源の

利用や整備を進めていく観点が重要となります。

（4）�データセンターの立地と電力インフラの整合的な整備促進

前述のとおり、日本においてデータセンターは一部のエリ

アに局地的に立地する傾向があるため、立地に際して、変電

所の新増設を含めた大規模な系統整備が必要になる場合があ

ります。このため、系統運用に余裕がある変電所の近接地点

にデータセンターの立地を誘導することや、データセンター

の立地適地において系統整備を先行的・計画的に進めていく

ことが必要です。

まずは足下では、新規需要に応じて脱炭素電力を迅速に供

給していくため、新たな大規模送電線の建設が不要であり、

一般送配電事業者が早期に電力供給を開始できる場所を示し

た「ウェルカムゾーンマップ」の全国展開などの取組を通じ

て、地方を含めて、送配電設備の整備状況を踏まえた適地に

データセンターの立地を促していくことが重要です。ただし、

「ウェルカムゾーンマップ」を活用した情報開示の取組におい

ては、供給側の情報提供が限定的であるといった課題もあり

ます。また、データセンター等の大規模な需要については、

各種検討・工事が長期化し、系統接続までに時間を要すると

いった課題もあります。これらの課題に対して、中長期的に

は、効率的に系統整備を行う観点から適切な場所にデータセ

ンターの立地を集約するための仕組みや、当該立地地域にお

ける先行的・計画的な系統整備の枠組みも重要になります。

海外を見ると、データセンターによる膨大なエネルギーの

使用が国の気候目標や電力網に与える影響を考慮し、データ

センターの建設に対する監視や規制を行う事例が生まれてい

ます。データセンター需要が伸びているアイルランドでは、

公益事業規制委員会（CRU）が、大都市圏での新規データセン

ター設置に規制を課すことが決定されています。アイルラン

ドの他にも、ドイツ、シンガポール、中国、米国、オランダ

の一部都市などでデータセンターの新設に関する規制がなさ

れるなど、電力に関する問題がDX・GXの産業拡大の障壁と

なっています。

十分な脱炭素電源が確保できなかったが故に、国内におい

てデータセンターや半導体工場などの投資機会が失われ、日

本の経済成長や産業競争力強化の機会が失われないようにし

ていく必要があります。

3．�効率的なデータセンターの整備促進

こうした課題に対応し、産業構造の高度化に不可欠なAIに

も活用されるデータセンターの国内立地を加速していくため

には、脱炭素電源の発電設備や電力系統などの電力インフラ

の整備、データセンターの立地、通信インフラの整備など、

全体最適を考慮して、効率的に電力・通信インフラを整備し、

電力と通信を効果的に連携させていくことが必要になりま

す。この構想が、「ワット・ビット連携」です。

前述のとおり、脱炭素電源の立地場所と、大量の脱炭素電

源を必要とするデータセンターの立地場所には乖離がありま

す。例えば、東京電力エリアを見ると、データセンターの立

地はデータの消費場所である都心などの人口密集地（おおむ

ね、大手町から50km圏内）に集中している一方で、太陽光を

中心とする再エネの立地は、データセンターの立地場所の外

側への立地が進展しています（第122-3-1）。しかし、電力の需

要地と供給地が離れると、送電網などの系統整備に多大なコ

ストや時間が必要になります。

「ワット・ビット連携」構想では、足下でデータセンター需

要が増えていることも踏まえ、データセンターの立地場所、

すなわち脱炭素電源の需要場所に合わせて脱炭素電源の整備

や送配電網の増強を進めるのではなく、電力インフラから見

て望ましい場所や地域にデータセンターの立地を促進すると

ともに、光ケーブルを伸ばしてデータの需要地に情報を伝送

することで、脱炭素電源とエネルギー需要地の空間的な制約

【第122-3-1】東京電力エリアにおけるデータセンターと太陽
光の導入状況

資料： 東京電力パワーグリッド「GX・DXの同時達成に向けた電力シ
ステムの役割と課題」

【第122-2-3】データセンターと脱炭素電源の建設期間

建設期間電源

１～２年データセンター

１～４年太陽光

２～５年陸上風力
３～７年洋上風力
５～１５年水力
３～８年地熱（従来型）
５～１５年原子力

資料：IEA「Energy and AI」（2025）より経済産業省作成
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を解消することを目指しています。

このようにデータセンター側の立地を変える理由は、送電

線の整備よりも通信を担う光ケーブルを整備する方が、準備

期間が短くコストが安価となることに加え、次世代情報通信

基盤として2030年代に実装が予定されている「オール光ネッ

トワーク」（APN：All Photonics Network）を活用することで、

ネットワークを含めたICTシステム全体の省エネ性能が抜本

的に高められるだけでなく、低遅延性により、通信遅延に由

来するデータセンターの需要地からの距離制約が緩和される

ことによります。現在は大都市周辺に集中するデータセン

ターの更なる分散立地が可能になり、脱炭素電源が豊富で系

統運用に余裕がある変電所の近接地点等へのデータセンター

の立地誘導を更に推し進めることができるようになります4。

まずは、電力インフラから見て望ましい場所や地域への

データセンターの立地を促進させ、その際必要となる次世代

の通信基盤や国際海底ケーブルを含む通信インフラの整備に

ついても整合性を図ることにより、効率的な電力・通信イン

フラの整備を通じた電力と通信の効果的な連携（ワット・ビッ

ト連携）を進めていきます。

「ワット・ビット連携」を実現するためには、電力系統や通

信情報の見える化に加えて、政策的手段や市場メカニズムを

活用し、脱炭素電源の近傍など系統面で有利な地域へ次世代

産業（データセンター・半導体工場等）の誘致を促進すること

が必要です。その際、一般送配電事業者と通信事業者の協業

が求められるため、官民連携による電力網と通信網の一体整

備を推進する必要があります。

4．�「ワット・ビット連携官民懇談会」

「ワット・ビット連携」は、2025年2月に閣議決定された

「GX2040ビジョン」において構想が打ち出された後、同月20

日に開催された「デジタル行財政改革会議（第9回）」において、

石破総理から、地方創生2.0の実現に向け、速やかに官民一

体で議論する協議会を立ち上げ、今後の取組の方向性を2025

年の6月を目途に具体化する旨の指示が出されました。

これを受けて、2025年3月、経済産業省と総務省は、「ワッ

ト・ビット連携官民懇談会」を立ち上げ、同月21日、第1回会

合を開催しました。「ワット・ビット連携官民懇談会」は、今

後のデータセンターの整備を見据え、効率的な電力・通信イ

ンフラの整備を通した電力と通信の効果的な連携（ワット・

ビット連携）に向けた、官民の関係者における連携・協調の

場になります。関係事業者におけるインフラの整備状況・整

備計画やデータセンターの立地意向の共有、データセンター

の立地に必要な諸条件・課題の整理等、ワット・ビット連携

に向けた効果的な方策の検討が行われ、2025年6月の今後の

検討の方向性の取りまとめに向けて議論が進められました。

4  「デジタルインフラ（DC等）整備に関する有識者会合 中間とりまとめ 3.0」（経済産業省・総務省、2024年）においても、低消費電力・大容量・低遅延の通信が可能
なAPNの整備に伴い、電力消費の分散化を進め、日本全体での最適立地、エネルギーの地産地消とともに脱炭素の実現にも貢献することが、2030年代の目指すべ
き姿として描かれています。

5．�脱炭素電力の利活用・確保に関する官民一体
の取組

これまで見てきたようなデータセンターを含め、今後脱炭

素電力などのクリーンエネルギーを利用した製品・サービス

が付加価値を創出する時代になることが予想されます。特に、

電子機器をはじめとした製造業における国内外のバリュー

チェーン下流企業が、自社サプライヤに対してカーボン

ニュートラル化を求める動きなどもあり、下流顧客の脱炭素

化ニーズに対応することが企業価値向上や国際競争力強化に

つながります。こうした点を踏まえ、送配電設備の整備状況

を踏まえた適地への企業の誘導や当該エリアにおける先行

的・計画的な系統整備とともに、需要家自らが脱炭素電力を

利活用・確保する動きを加速化させるためのインセンティブ

措置を検討していきます。

第 3節
カーボンニュートラル実現に向けた 
次世代エネルギー革新技術の動向

日本がエネルギー安定供給・経済成長・脱炭素を同時に実

現することにより、2050年カーボンニュートラル実現を目指

していくためには、日本企業が有する次世代エネルギー革新

技術について、非連続的なイノベーションに取り組み、ビジ

ネスにつなげていくことが不可欠です。

本節では、光電融合技術、ペロブスカイト太陽電池、浮体

式洋上風力発電、次世代型地熱発電、次世代革新炉、水素等

を中心に、次世代エネルギー革新技術の動向について、（1）

日本の取組と世界における競争力、（2）国内企業の戦略と今

後の展望、の2つの観点から確認していきます。

1．�光電融合技術

（1）�日本の取組と世界における競争力

光電融合技術は、従来の電気信号と比較してエネルギー消

費や処理遅延が大幅に小さい光信号を、データ処理や通信に

活用する技術です（第123-1-1）。DXの進展や、AI技術の進化・

普及に伴い、情報処理を担うデータセンターの電力需要が増

大しており、日本全体の電力需要も増加に転じることが見込

まれている中、データセンターにおける消費電力の大幅な削

減が期待できる光電融合技術は、デジタル化と脱炭素化の両

立を支える技術として期待されています。NTTが提唱する

「IOWN構想」においても、光電融合技術を活用してネットワー

クシステム全体の処理を電気通信から光信号に置き換えるこ

とで省エネ化（電力消費1/100）・大容量化（125倍）・低遅延化

（1/200）を目指すとしており、次世代の通信インフラの中核

を担う技術としても注目されています。
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近年、米国・中国を中心に光電融合技術の開発競争が激化

している中、国内においても、データセンター内のデータ処

理や通信に光信号を活用できるようにする「光電融合デバイ

ス」の開発が進められています。例えば、アイオーコア社は

2023年、海外製の光電融合デバイスと比較して約1.5倍の最高

動作環境温度となる105℃の環境下でも動作する、データセ

ンター内における光配線の導入を可能とする光電融合デバイ

スの開発に成功し、大手半導体メーカーのインテル、大手ネッ

トワーク機器メーカーのCisco等に対して、高温耐性や長期

信頼性の点で優位性を築いています。また、IOWN構想を掲

げるNTTは、データセンター内のラック間・ボード間のデー

タ処理や通信に光信号を活用する技術開発を完了しており、

現在は、半導体チップ内の通信に光信号を活用する技術（パッ

ケージ内光配線技術）の開発に取り組んでいます。

（2）�国内企業の戦略と今後の展望

光電融合技術の実用化に向けては、低消費電力化を実現す

る集積回路（ICチップ）の開発、デバイス数の爆発的増加に対

応する量産体制の構築等が必要です。

国内では例えば、アイオーコア社は、2030年までに、2023

年時点で普及しているデータセンターと比較して40%以上の

省エネに貢献する光電融合デバイスの開発を目指していま

す。また、NTTは、2025年度以降、前述のとおり技術開発が

完了したラック間・ボード間の光化を実用化（電力消費1/8〜

1/13）するとともに、2028年度以降のCPIやメモリといった

チップ間接続の光化、2032年度以降のチップ内光化と商用化

（電力消費1/100）を目指しており、これに向けてNTTは、光

電融合デバイスの試作ラインを2025年度に稼働させ、2029年

度頃を目途に光電融合デバイスの量産開始を目指すとしてい

ます。

光電融合デバイスの高温耐性、IOWN構想との連携による

ネットワークシステム全体への光電融合技術の実装等、日本

ならではの強みをいかしながら、世界に先駆けた量産体制を

構築することで、早期に市場を獲得することが期待されます。

2．�ペロブスカイト太陽電池

（1）�日本の取組と世界における競争力

ペロブスカイト太陽電池は、従来のシリコン型太陽電池と

比較して、軽量で柔軟といった特長をもつ、日本発の次世代

型太陽電池です。日本では、既に太陽光発電を導入できる適

地の制約が生じており、従来設置が困難であった耐荷重性の

小さい屋根や壁面等にも導入できるペロブスカイト太陽電池

には、再エネ導入拡大と地域共生を両立する役割が期待され

ています（第123-2-1）。

近年では、特に中国や欧州などを中心に、ペロブスカイト

【第123-1-1】光電融合技術の開発イメージ

資料：経済産業省作成

【第123-2-1】ペロブスカイト太陽電池の種類

大阪・関西万博夢洲第1交通バスターミナル

資料： フィルム型（積水化学工業提供）、ガラス型（パナソニックHD提供）、タンデム型（カネカ提供）
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太陽電池の開発競争が激化しており、2024年11月現在、従来

のシリコン太陽電池の発電効率（20%程度）を上回る27%程度

まで、ペロブスカイト太陽電池の発電効率が向上した例もあ

ります。中国では、多数の企業や大学が自国内の特許取得を

進めており、各社で量産化に向けた動きが見られます。また

欧州でも、独立系メーカーを中心に開発が進められており、

同様に量産化に向けた動きが見られます。

そのような中、日本は特にフィルム型ペロブスカイト太陽

電池の開発において、製品化のカギとなる耐久性や大型化等

の面で技術的に世界をリードしています。例えば、積水化学

工業は、セルを全工程ロール状に製造する「ロールtoロール

プロセス」で、耐久性10年相当/30cm幅のフィルム型ペロブ

スカイト太陽電池を効率的に作製できる工程を確立していま

す。

（2）�国内企業の戦略と今後の展望

このように、フィルム型ペロブスカイト太陽電池は、日本

企業に一定の技術的な強みがあり、今後、世界をリードする

ことが期待される分野です。引き続き、耐久性や大型化、発

電効率の向上に向けた技術開発を進めるとともに、世界に引

けを取らない規模とスピードで投資を進め、量産技術を構築

し、生産体制の拡大を図ることが不可欠です。

例えば、フィルム型ペロブスカイト太陽電池の量産化に向

けた取組を進めている積水化学工業は、まず、2025年度まで

にペロブスカイト太陽電池の製造を開始した上で、2027年中

の100MW規模の製造ラインの稼働を目指して、今後、設備投

資を行うとしています。さらには、海外展開も視野に、段階

的に製造ラインの増強投資を行い、2030年度にはGW級の製

造ラインを構築することを目指すとしています。

各国がペロブスカイト太陽電池の量産体制の構築を進める

中、日本はまずは、フィルム型ペロブスカイト太陽電池の技

術開発を進めるとともに、世界に引けを取らない規模とス

ピードで量産体制を構築し、製品の差別化を図りながら、国

内外の需要を先んじて獲得していくことが重要です。

3．�浮体式洋上風力

（1）�日本の取組と世界における競争力

浮体式洋上風力は、風車を海底に固定するのではなく、洋

上の浮体構造物に設置する発電方法です。着床式は水深が約

50m未満の海域に適している一方、浮体式は水深が約50m以

上の海域に適しており、水深の深い沖合でも導入が可能なた

め、今後の洋上風力の導入拡大に欠かせない技術です（第123-

3-1）。

浮体式洋上風力は、欧州を中心としてバージ型、セミサブ

型、TLP型、スパー型それぞれについて、10MW以下の風車

数基〜10基程度の規模によるプロジェクトが進展しており、

現在はとりわけ、耐候性に優れており、設置場所に柔軟性が

ある等の理由から、セミサブ型が多く開発されています。例

えば、セミサブ型は、英国・ポーランドでプロジェクトが進

展しており、水深100m程度の海域で2011年から実証が始まり、

2022年には9.5MW級の風車5基から構成されるプロジェクトが

稼働しました。また、スパー型は、英国・ノルウェーでプロジェ

クトが進展しており、水深100〜300m程度の海域で2009年か

ら実証が始まり、2023年には8.6MW級の風車11基から構成さ

れるプロジェクトが稼働しました。TLP型についても、近年

フランスにおいてプロジェクトが進められています。

日本においても、経済産業省の委託事業として2011年度か

ら、丸紅、三菱重工業、東京大学等が組成した「福島洋上風

力コンソーシアム」により、浮体式洋上ウィンドファームの

実証研究事業が福島県の沖合において実施されました。この

事業では、現在多く開発されているセミサブ型を当時世界で

初めて複数基採用するともに、2025年3月時点でもなお世界

で導入実績のない浮体式洋上変電所を設置しました。欧州と

異なり遠浅の海域が少なく、台風等の気象条件を有する日本

に適合した設備の構築をはじめ、港湾等のインフラ整備や事

業を支えるサプライチェーンの形成など、この実証を通じて

浮体式洋上風力を日本で進めるための課題を整理してきまし

た。

【第123-3-1】浮体式洋上風力の形式と要素技術

資料：国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構提供
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（2）�国内企業の戦略と今後の展望

今後、国内企業の競争力を強化し、浮体式洋上風力を低コ

ストに普及拡大していくためには、要素技術を統合した早期

の技術確立に加え、グローバル展開を視野に、欧州等の諸機

関との連携を通じて、風車・浮体一体システムの最適設計手

法の開発や量産化技術の確立、さらには規格の策定・標準化

といった共通基盤の開発に取り組んでいく必要があります。

そのため、グリーンイノベーション基金事業において、早

期の技術確立や低コスト開発に向け、10MW超の大型風車を

用いた浮体式洋上風力発電の実証を進めています。さらに、

発電事業者による協調体制である浮体式洋上風力技術研究組

合（FLOWRA）において共通基盤開発を進めています。欧州等

との連携では、2025年3月に、FLOWRAと英国の研究機関と

の間で協力覚書が締結されました。

また、日本が強みを有する造船技術等を活用することで、

浮体基礎の量産化等が見込まれます。具体的には、大島造船

所や日鉄エンジニアリングが浮体基礎について、ナロックが

係留ロープについて、それぞれ量産化に向けた設備投資を進

めているとともに、世界でも数社しか製造していない係留

チェーンのメーカーが日本に存在するなど、浮体式洋上風力

の製造において世界をリードしていくことが期待されます。

こうした産業の強みもいかしつつ、世界に引けを取らない

スピードで技術開発を進め、グローバルに需要を獲得してい

く必要があります。

4．�次世代型地熱発電

（1）�日本の取組と世界における競争力

次世代型地熱発電と称される技術には、「クローズドルー

プ方式」「超臨界地熱発電」などがあります。「クローズドルー

プ方式」は、地下の高温の地層に人工的にループを掘削・設

置し、内部に水等を流し込み、発生した蒸気でタービンを回

して発電する地熱発電の方法です。高温の地層があれば発電

できるため、従来技術では開発が困難だった場所での電源開

発を可能にする技術として注目されています。

また「超臨界地熱発電」は、地下深部（3〜6km以上）の超高

温・高圧の地熱流体を利用することで、従来よりも高出力で

の地熱発電が可能となり、また、発電効率の向上も期待され

る技術です（第123-4-1）。

「クローズドループ方式」は、カナダのスタートアップ

Eavor社が技術開発と商用化において世界をリードしており、

カナダにおいて実証施設「エバーライト（Eavor Lite）」を2019

年から稼働させています。また現在は、ドイツのミュンヘン

郊外ゲレツリードにおいて世界初の商用のクローズドループ

発電施設（出力約8.2MW）の建設を進めており、2025年頃の商

用運転開始を目指しています。そのような状況の中、国内企

業では中部電力・鹿島などがEavor社に出資し、地熱発電事

業に関する知見やクローズドループ技術の取得に取り組んで

います。

また、「超臨界地熱発電」は、日本を含め、世界各国で技術

開発が進められている段階です。日本では、NEDOが2020年

までに実施した調査により超臨界地熱資源が存在する可能性

が高いエリアを選定しており、2021年度以降、超臨界地熱資

源の存在が期待される国内4地点（岩手県2地点、秋田県1地点、

大分県1地点）において、シミュレーションにより資源量評価

を行うとともに、超臨界地熱発電の事業化に必要な研究開発・

技術開発・事業モデルなどについて、調査を実施しています。

（2）�国内企業の戦略と今後の展望

「クローズドループ方式」については、前述のとおり、現時

点ではその技術開発で先行する国外企業との連携によって、

ノウハウを蓄積する段階にありますが、並行して日本国内で

も「クローズドループ方式」の実証実験を積み重ねていく必要

があります。現在、国内では三井物産が米国の石油大手シェ

ブロンと連携し、2023年から北海道のニセコ地域で実証実験

を行っています。

また、「超臨界地熱発電」については、2050年頃の商用発電

の実現に向けて、NEDOがこれまで実施した調査の結果を踏

まえ、調査井の掘削や実証実験に引き続き取り組んでいくと

しています。

次世代型地熱発電については、国外でも実証事例や商用化

事例が少ない今だからこそ、海外の先行企業とも連携しなが

【第123-4-1】次世代型地熱発電（クローズドループ・超臨界地熱発電）

従来型

1.5~2km
200~350℃

3~6km以上
400~600℃

資料：経済産業省作成
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ら実証プロジェクトを加速化し、世界に先駆けた商用化のノ

ウハウを確立することで、日本の地熱発電のポテンシャルの

最大限活用を図っていくことが重要です。

5．�次世代革新炉（革新軽水炉・小型軽水炉（SMR）・
高速炉・高温ガス炉・フュージョンエネルギー）

（1）�日本の取組と世界における競争力

次世代革新炉は、安全性向上はもとより、脱炭素の電力供

給に留まらず、廃棄物の減容化・有害度低減、カーボンフリー

な水素・熱供給など、炉型ごとに特長を有しており、実用化

に向けた取組を進めています（第123-5-1）。

革新軽水炉については、設計段階から新たな安全メカニズ

ムを組み込むことにより、万が一の事故があった場合にも放

射性物質の放出を回避・抑制するための機能を強化すること

で、より安全なものとなるよう実用化に向けた開発を進めて

います。大型鍛造品や蒸気発生器・タービンなど海外市場で

一定の競争力を有するサプライヤが国内に存在しており、サ

プライチェーンの競争力を更に高めるため、技術開発を促進

しています。

小型軽水炉（SMR）は、小出力をいかした自然循環により、

冷却ポンプや外部電源なしで炉心冷却を可能とするシステム

を目指しています。米国やカナダ等の国外では、データセン

ターをはじめとする電力多消費設備への脱炭素・安定電源と

してのニーズが高まっています。海外の実機プロジェクトへ

の日本企業の参画も進んでおり、相手国に不足するサプライ

チェーンを補い、重要部品の製造面での事業展開が期待され

ます。

高速炉は、高レベル放射性廃棄物の減容化・有害度低減や

資源の有効利用等に資する核燃料サイクルの効果をより高め

ることが期待されるとともに、安全性が高い設計が可能です。

日本は、実験炉「常陽」、原型炉「もんじゅ」の建設・運転経験

を通じて培われた技術・ノウハウといった強みをいかし、国

際連携も活用しながら、国内でも実証炉開発に取り組んでい

ます。

高温ガス炉については、高温熱をいかした準国産のカーボ

ンフリーの水素や熱の供給により、製鉄や化学などの素材産

業の脱炭素化への貢献が期待されています。高温工学試験研

究炉（HTTR）では、カーボンフリーの水素製造に活用し得る

950℃の高温熱の生成を世界で初めて達成するとともに、

2024年3月には、原子炉出力100%の運転中に原子炉を冷却で

きない状況を引き起こしても、自然に原子炉出力が低下し、

安定な状態を維持することを確認する実証試験にも世界で初

めて成功しました。

元素同士を結合させて膨大なエネルギーを生み出すフュー

ジョンエネルギーは、高レベル放射性廃棄物を排出しないと

いうメリットがありますが、核融合反応の連続化や、投入し

たエネルギー量を超えるエネルギーの回収など、その実現に

向けて解決すべき課題は数多くあります。フュージョンエネ

ルギーの早期実現に向けて、国際約束に基づいて、核融合実

験炉の建設・運転を行う国際熱核融合実験炉（ITER）計画にお

いて、日本は高い技術が必要な超伝導コイルや加熱機器など

の機器製作を担当しています。また、ITER計画と並行して日

本と欧州が共同で実施するJT-60SA計画においては、日本は

トカマク型超伝導プラズマ実験装置JT-60SAを建設する優れ

た技術力を有しています。海外では、米国の核融合スタート

アップ企業を中心に2030年前後での核融合実用化を掲げ、多

様な炉型（トカマク型、レーザー型、ヘリカル型等）の技術開

発が進められています。

（2）�国内企業の戦略と今後の展望

革新軽水炉については、更なる安全性向上を目的に、革新

【第123-5-1】次世代革新炉

高温ガス炉（実証炉）

資料：日本原子力研究開発機構提供

革新軽水炉（三菱重工業（SRZ-1200））

資料：三菱重工業提供

小型軽水炉（SMR）（GE日立（BWRX-300））

資料：日立提供

フュージョンエネルギー ITER（実験炉）

資料：量子科学技術研究開発機構提供

高速炉（実証炉）

資料：日本原子力研究開発機構提供
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軽水炉に組み込まれる新たな安全メカニズム等と規制基準と

の関係性の整理に向けて、事業者が規制当局と積極的な意見

交換等を行っており、共通理解の醸成を図っています。引き

続き、地震・津波対策の向上、シビアアクシデント対策設備

の多重化等による信頼性向上、事故時の更なる信頼性向上等、

新しい安全対策に係る技術開発を促進し、実用化を加速して

いきます。

小型軽水炉（SMR）については、日本のIHIと日揮は、米国

ペンシルバニア州やオハイオ州のデータセンターへの電力源

として、最速で2029年頃の運転開始を目指して小型軽水炉

（SMR）の開発を手掛けているNuScale社と連携し、モジュール

工法の技術実証などに取り組んでいます。また、2025年5月、

カナダのオンタリオ州営電力会社（OPG社）の所有者であるオ

ンタリオ州政府が、BWRX-300の初号機プロジェクトとなる、

オンタリオ州ダーリントンサイトのOPG社の建設プロジェクト

（1号機）に対して、建設開始を承認しました。日本の日立GEは

主要機器を提供予定であり、最速で2030年末までの運転開始

を目指しています。日本における将来ニーズを念頭に置いた

選択肢を確保する観点から、日本の技術をいかした日本企業

の海外プロジェクトへの参画や研究開発を引き続き支援して

いきます。

高速炉については、国立研究開発法人日本原子力研究開発

機構（JAEA）、原子力事業者及び中核企業の技術者が集結す

る研究開発統合組織の統括の下、安全設計方針の在り方や必

要な技術開発、基本設計段階以降を見据えた事業運営体制の

構築など、中長期を見据えた課題への対応を産学官で進めて

いきます。

高温ガス炉については、これまで積み上げられてきた高温

ガス炉の研究開発の成果を基礎として、HTTRを活用した水

素製造試験に向け、規制審査プロセスに進むとともに、英国

との国際連携も活用し、産業界との幅広い連携により、実証

炉開発を産学官で進めていきます。

フュージョンエネルギーについては、2023年4月に策定さ

れた「フュージョンエネルギー・イノベーション戦略」（2023

年4月14日統合イノベーション戦略推進会議決定）において、

発電実証時期をできるだけ早く明確化するとともに、研究開

発の加速により原型炉を早期に実現すること等が示されてい

ます。今後、当該戦略を踏まえ、早期実現と産業化を目指し、

ITER、トカマク型超伝導プラズマ実験装置JT-60SA等で培っ

た技術や人材を最大限活用し、技術成熟度を高めるべく、ス

タートアップを含めた官民の研究開発力強化に取り組んでい

きます。

6．�水素等（水素・アンモニア・合成燃料・合成メ
タン）

（1）�日本の取組と世界における競争力

水素は、アンモニアや合成燃料、合成メタンの基盤となる

材料であり、これら水素等は幅広い分野（鉄鋼・化学・モビ

リティ分野・産業熱・発電など）のカーボンニュートラル化

に寄与する次世代燃料として期待されています。水素は、水

などの身近な化合物から製造できるメリットがあります。一

方、アンモニアや合成燃料、合成メタンは、輸送や貯蔵イン

フラなどに従来の設備を活用できるメリットがあります。

近年、ロシアによるウクライナ侵攻などによるエネルギー

構造変化の影響を受け、水素社会の実現に向けた動きが世界

的に加速しています。こうした中、各国ではカーボンニュー

トラルを見据え、水素等の活用拡大に向けた取組が、「製造」

「輸送・貯蔵」「利用」それぞれの段階で進められています。

「製造」については、水電解装置の大規模化の点で欧米が世

界に先行しており、各地でMW規模の水電解装置の大規模化

に向けた実証や、大規模な水電解装置の商用化が進められて

います。日本は、膜・触媒など、水電解装置に用いられる要

素部材の強みを武器に、効率、耐熱性・耐圧性、コスト等の

面で優位性があり、海外企業に多く採用されています。

「輸送・貯蔵」「利用」については、日本が、海上輸送技術と

燃焼技術で世界をリードしています。水素の海上輸送技術に

ついては、2022年2月、川崎重工業が建造した世界初の液化

水素運搬船（すいそふろんてぃあ）を用いて、豪州から日本に

水素（約75トン）を海上輸送することに成功しました。燃焼技

術については、2023年に三菱重工業が世界初の水素10%（熱

量ベース）の混合燃料を用いた大型ガスタービンの発電実証

に成功し、2024年には川崎重工業が、世界初の5MW以上の大

型ガスエンジンにおいて水素だけを燃料として安定した燃焼

を実現する技術を開発しました。また、アンモニア発電技術

については、2024年にJERAとIHIが、大型の商用石炭火力発

電所（100万kW）では世界初となる、アンモニア20%（熱量ベー

ス）の混合燃料を用いた発電の実証に成功しました（第123-6-1）。

（2）�国内企業の戦略と今後の展望

2050年を見据えて、中長期的に水素等の利活用を拡大して

いくためには、「製造」「輸送・貯蔵」「利用」の各段階において、

革新的技術の開発を進めて競争力を磨くとともに、世界の市

場拡大も見据え、供給コスト低減と需要拡大に寄与する大規

模サプライチェーンを確立するために先行的な設備投資を進

めていくことが不可欠です。

「製造」については、例えば、旭化成とカナデビアが、水電

解システムの大型化・モジュール化の技術開発に取り組んで

おり、今後、工場熱需要の脱炭素化やアンモニアなどの基礎

化学品の製造過程において、本技術によって製造された水素

の利活用実証を行い、2030年頃の商用化を目指しています。

「輸送・貯蔵」については、例えば、川崎重工業は、上記の

【第123-6-1】海上輸送技術と水素・アンモニア発電技術

資料：HySTRA提供 資料：三菱重工業提供
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実証実験に成功した小型の液化水素運搬船の約32倍の液化水

素を運搬できる中型の液化水素運搬船を今後建造し、2030年

代に複数の液化水素サプライチェーンを立ち上げ、世界の液

化水素市場に参入することを目指しています。

「利用」については、水素等への大規模な需要を国内で創出

するため、水素・アンモニアを発電で利用するための技術開

発が先行して進められています。例えば、水素については、

三菱重工業は、大型ガスタービンに水素だけを燃焼させて発

電するための燃焼器の開発を進めており、2025年度の開発完

了を目指しています。アンモニアについては、IHIと三菱重

工業がアンモニアだけを燃焼させて発電するための専焼ガス

タービンの開発を進めており、IHIは、2026年度を目途にアン

モニア専焼ガスタービンの商用運転を開始した上で、2030年

までに一般の火力発電の出力に匹敵する数万〜数十万kW級

の専焼技術を開発する方針を掲げています。あわせて、三菱

重工業やIHIは、インドネシアやシンガポール、タイ、マレー

シアの火力発電において水素やアンモニアの混焼発電を行う

ための実現可能性調査（FS）を開始するなど、既存の火力発

電の脱炭素化を志向する東南アジア諸国への参入も進めてい

ます。

また、水素等は、製造プロセスに必要な高温の熱源として

も期待されています。水素還元製鉄などの製造プロセスの大

規模転換や、水素バーナー・ボイラー等の技術開発・実証を

引き続き進めていくことが重要です。

前述のとおり、日本は水素製造や輸送技術、燃焼技術など

複数分野における技術で世界を先導しています。引き続き、

日本が強みを有する分野を中心に技術開発を進めるととも

に、そうした技術をいち早く商用化し、水素等の需要の拡大

が見込まれる国内外の市場に早期参入することで、他国に先

駆けて各国の水素等の市場における優位性を築くことが期待

されます。

7．�その他の技術

これまで確認してきた技術以外にも、エネルギー技術とし

て、様々な技術が着目されています。例えば、メタンハイド

レート等の国内資源開発は、地政学リスクや為替の影響に左

右されずに安定的なエネルギー供給の確保に資するものであ

り、民間企業が事業化する際に必要となる技術、制度等を確

立するための技術開発等を推進していきます。また、太陽熱、

地中熱、雪氷熱、温泉熱、海水熱、河川熱、下水熱等の自然

由来の再生可能エネルギー熱は、地域性の高い重要なエネル

ギー源です。経済性や地域の特性に応じて取組を進め、再生

可能エネルギー熱の導入拡大を図ることが重要です。また、

波力・潮力等の海洋エネルギーをはじめとする革新的な技術

について、低コスト化・高効率化や多様な用途の開拓に資す

る研究開発を推進していきます。

加えて、蓄電池やコージェネ等の分散型エネルギーリソー

スを活用したDR（ディマンドリスポンス）、大気から直接

5  CDRとは、Carbon Dioxide Removalの略称であり、大気中のCO2を除去する技術や手法を指します。

CO2を分離・回収するCDR5などの技術についても、イノベー

ションに取り組んでいくことが重要です。
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